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民団系在日朝鮮人の韓国民主化運動 
－「連帯」の中の「分断」 
 
 
                                  趙 基銀 
 
1970～80年代の韓国は、独裁・軍事政権により国民の民主主義的権利が抑圧される非民
主的状況に置かれていた。また、それに抵抗する知識人や学生により民主化運動が行われた。
そして韓国民主化運動は韓国内のみならず、世界各地で展開された。日本では民団系在日朝
鮮人、米国・西ドイツなどではその地域に在住／滞在する「韓国人」が運動を主導した。2000
年代に入ってから海外における韓国民主化運動に対する研究が本格的に行われるようにな
ったものの、民団系在日朝鮮人の韓国民主化運動についてはさほど研究が行われていない
のが現状である。その理由として挙げられるのは、運動を展開した民団系在日朝鮮人の「親
北」（親北朝鮮）疑惑や運動組織である韓国民主回復統一促進国民会議日本本部（韓民統）
に対する「反国家団体」規定である。 
本論文は、民団系在日朝鮮人の韓国民主化運動を、韓民統を中心に考察した。その際、韓
国の「分断状況」や「反共主義」、そして在日朝鮮人社会のポストコロニアル状況に焦点を
合わせた。  
本論文の構成は、序論、本論（5 章）、結論となっている。まず、序論では民団系在日朝
鮮人の韓国民主化運動を考察するための視座として「分断状況」や「戦争政治」の概念を用
いることを提起した。韓国は地理的・イデオロギー的に分断され、反共主義が強調される社
会雰囲気も加わり、韓国社会は「味方」と「敵」を区分しようとする「心情的分断」がなさ
れている。このような韓国の状況を「分断状況」と定義した。また、韓国の独裁・軍事政権
は、「分断状況」のなかで反共主義や北朝鮮の「脅威」を理由に国民の民主主義的権利や民
主主義運動を抑圧する「戦争政治」を施した。韓国の「分断状況」や「戦争政治」は、韓国
人のみならず民団系在日朝鮮人社会にも多大な影響を及ぼした。その上、在日朝鮮人は旧宗
主国の日本において差別を強いられるというポストコロニアル状況におかれている。つま
り、在日朝鮮人は祖国の「分断状況」や日本におけるポストコロニアル状況という二重の負
担を抱えている。本論文は、在日朝鮮人が置かれている「分断状況」・「戦争政治」およびポ
ストコロニアル状況に視座を据えて民団系在日朝鮮人の韓国民主化運動を考察したもので
ある。 
第 1章では、70～80年代の韓国民主化運動の政治的・社会的背景および民団系在日朝鮮
人が韓国民主化運動を展開する遠因である民団民主化運動について考察した。まず、韓国民
主化運動の政治的・社会的背景については、70～80 年代の「分断状況」の下で独裁・軍事
政権が反共主義と北朝鮮の脅威を理由に国民の民主主義的な権利を抑圧し、民主化運動を
弾圧した当時の状況について叙述した。さらに、独裁・軍事政権に対する抵抗の表れである
民主化運動の主要な動きを整理した。民団民主化運動については、韓国の「分断状況」が在
日朝鮮人社会に及ぼした影響や独裁・軍事政権が「戦争政治」をもって民団系在日朝鮮人社
会、特に民団を統制していく過程、そして民団を統制する本国の政府やそれに追従する民団
執行部に対し抵抗した民団内の抵抗勢力の民団民主化運動について考察した。これを通じ
て、韓国の「分断状況」や政治的・社会的状況、そして韓国政府の「戦争政治」が民団系在
日朝鮮人社会にどのように影を落としていたのか、その実状を明らかにした。さらに、民団
民主化運動は民団内部の派閥闘争としてのみ認識される傾向があるが、実は韓国政府が民
団系在日朝鮮人社会、特に民団を統制しようとする試みと深く関係していたこと、そして民
団民主化運動を展開した勢力は韓国政府や民団により北朝鮮や総連の手先である「不穏分
子」とみなされ、ついには民団から排除されたことを明らかにした。 
 第 2 章では、民団民主化運動を展開した抵抗勢力が民団から排除された後、なぜ韓国民
主化運動へと方向を転換し、金大中と「連帯」し韓民統を結成したのか、その経緯と韓民統
の運動について考察した。その際、韓国の「反共主義」や金大中の「反共主義」的立場が韓
民統の結成や活動にいかなる影響を及ぼしたのかに焦点を合わせた。 
金大中は韓民統との関係を理由に死刑判決まで下されたが、金大中と韓民統の「連帯」が
いかなるものであったかはあまり知られていなかった。金大中は「親北」疑惑をかけられて
いる韓民統を警戒して、韓民統と行動を共にすることに対し慎重な立場をとっていた。実際、
金大中は民団系在日朝鮮人に対し、韓国民主化運動のための組織を結成するための三つの
条件を提示した。それは、①大韓国民の国民の立場を堅持すること、②反独裁運動が反政府
運動であって、反国家活動であってはならないこと、③共産主義とは一線を画するとのもの
であった。さらには組織に関わる事項において一切の権限を要求した。民団系在日朝鮮人は、
金大中の提示した基本 3原則を受け入れ、他の事項についても妥協するとの立場をとった。
しかし、韓国政府により捏造された在日朝鮮人関連のスパイ事件や韓国の大法院（最高裁判
所）が韓民統に対し下した「反国家団体」規定などは、韓民統の「親北団体」のイメージを
強めた。このような韓民統に対する「親北団体」疑惑や「反国家団体」規定、金大中の提示
した基本 3原則などは、韓民統が韓国民主化運動を展開するにあたって足かせとなった。 
第 3章では、民団系在日朝鮮人が民団から排除された後、祖国統一のために組織した「民
族統一協議会」と韓民統の祖国統一運動について考察した。さらに、韓民統が「在日韓国民
主統一連合」へと組織改編して統一運動を展開するようになった経緯について叙述した。韓
民統が統一運動において主張した南北連邦制や「先民主・後統一」の問題は韓国政府の統一
政策と対置し、韓民統に対する「親北団体」疑惑を強めた。また、韓民統は民族統一のため
に「分断されない」存在として民族をかかげ、「分断」された祖国を結合する力となるもの
として血・言語・意識などの民族的共通性を強く認識した。このような民族や民族的共通性
を強調する認識には「単一民族」神話が横たわっており、これは民団系在日朝鮮人の世代間
の「分断」を生みだしており、「差別」の論理さえをも含んでいたと言わざるを得ない。 
 第 4章では、韓民統と海外「韓国人」の「連帯」活動について考察した。これまで注目さ
れなかった韓民統と海外「韓国人」の「連帯」の経緯、連合組織である民主民族統一海外韓
国人連合（韓民連）の結成経緯や活動を明らかにすることができた。韓民統は日本内の運動
にとどまらず、世界の各地域で韓国民主化運動を展開していた海外「韓国人」と「連帯」し、
連合組織として韓民連を結成し連合戦線を形成した。これを通じて、韓民統と海外「韓国人」
の「連帯」において、韓民統が主導権を握り運動を引っ張っていた。ところが、韓民統に対
する「親北」疑惑や「反国家団体」規定が「連帯」において足かせとなり、80 年代に入っ
てからは「連帯」は弱まった。その背景には韓国の「反共主義」が深く影を落としており、
海外「韓国人」が「反共主義」や韓国政府の「反共」政策に影響を強く受けたことが分かっ
た。 
第 5章では、韓民統の運動を支えた民団系在日朝鮮人青年団体「在日韓国青年同盟」（韓
青）の韓国民主化運動について考察した。その際、民団系在日朝鮮人 2・3世にとって韓国
民主化運動がいかなる意味を有していたのかをアイデンティティや権利獲得運動との関連
性に注目しながら分析を行った。民団系在日朝鮮人 2・3世や韓青にとって、韓国民主化運
動と日本における権利獲得運動とが同一線上にある運動であったことが分かった。これら
の運動は民族性を身につけるための活動であり、民族的に生きることを自覚させてくれる
運動であった。さらに、祖国統一のために働きかけられる主体的な存在になるための運動で
もあった。これまで、民団系在日朝鮮人 2・3世のアイデンティティは「祖国志向」か「定
住志向」かの二分法で語られることが多かった。しかし、韓国民主化運動と関連してみた民
団系在日朝鮮人 2・3世のアイデンティティは、このように二分法ではとらえられないとこ
ろがあることが分かった。これにより、在日朝鮮人のアイデンティティに対する新しい視点
を提示することができた。 
以上を通じて明らかにしたのは、以下の点である。①今までほとんど研究されてこなかっ
た民団系在日朝鮮人の韓国民主化運動を学術的に再構成することができた。②韓国の「分断
状況」が在日朝鮮人社会に再現され、韓国の独裁政権が民団系在日朝鮮人社会に「戦争政治」
を施す過程において民団系在日朝鮮人の民団民主化運動や韓国民主化運動が行われたこと
を明らかにした。③韓国民主化運動や統一運動が民団系在日朝鮮人、特に 2・3世にとって
いかなる意味であったのかを明らかにした。④民団系在日朝鮮人が金大中や海外「韓国人」
と「連帯」する経緯や「連帯」の実情を明らかにした。 
朝鮮半島の「分断」は、在日朝鮮人社会の「分断」をも齎した。在日朝鮮人社会は支持す
る政治体制も異なり、民族団体も民団と総連とに二分された。「分断」された在日朝鮮人社
会や在日朝鮮人は韓国の独裁政権にとって警戒の対象でもあり、「戦争政治」のために利用
しやすい対象でもあった。特に、民団系在日朝鮮人や韓民統の韓国民主化運動は独裁政権の
警戒を強め、韓民統は独裁政権の「戦争政治」を施すために利用できる対象であった。また、
韓民統の「反国家団体」規定は、韓国の独裁政権が反共主義や反共政策に基ついてのみ民団
系在日朝鮮人や韓民統の運動を評価した結果であるといえる。そのため、民団系在日朝鮮人
や韓民統の韓国民主化運動を多様な視覚で把握し、評価する必要がある。 
現在にも韓民統に対する「反国家団体」規定は解除されずのままである。それは、現在も
朝鮮半島の「分断」や在日朝鮮人社会の「分断」が続いており、韓国社会で依然として反共
主義が強い影響力を有しているからである。そのため、民団系在日朝鮮人や韓民統の韓国民
主化運動は過去の歴史ではなく、現在進行中である朝鮮半島の「分断」、在日朝鮮人社会の
「分断」、韓国社会の反共主義を物語る事柄である。 
 
 
 
 
 
  
